


シの対策として実施する淡水浴にかかる経費が経営を圧迫している。

（選別落ち魚】

養殖業では、様々な要因によりある程度の割合で片目落ちや色付きが悪い魚が含まれる。また、

出荷の際には取引先がサイズを指定するが、指定のサイズでない魚が発生する。

これらの魚が出荷群（出荷する魚のロット）に混ざることで、出荷群全体の評価は下がってしま

うので、選別により除外されるが、いわゆる選別落ち魚は、安価で取引されるために収益を悪化さ

せている。

【定置網漁獲物等の直販の取り組み】

当地区を含む須崎南地域の活性化を目的として、大谷漁協が直販所「楠木鮮魚ー」を運営してい

る。楠木鮮魚ーでは、定置網漁業、釣り漁業、養殖漁業、採介樵業の漁獲物を漁業者から直接仕入

れ販売している。これにより、魚価の向上による漁業収入の増加、地域外からの顧客の獲得による

地域への交流人口の増加にも寄与している。

【漁場環境の悪化】

， 野見湾では、漁場環境の悪化に起因する赤潮被害や白点虫被害などが養殖漁業経営の不安定要

素となっている。このため、野見湾の養殖業者で自主的に休餌日を設定し、漁場環境に与える負荷

を軽減させる取り組みを行っている。

【介類漁獲量の減少】

野見湾周辺では、ヒオウギガイ（長太郎貝）やマガキガイ（ちゃんばら貝）といった貝類が生息

しており、 大谷漁協を含む野見湾周辺の5漁協の漁業者が採介漁業を行っている。しかしながら、

漁業者以外も漁獲するために漁獲圧が高く、 漁獲量が減少している。

（参考）※ハダムシの寄生と淡水浴：ハダムシはカンパチに多い寄生虫で、 これが寄生すると体表に違和感が出るためにカンパチ

が網に肌をこすりつけ、 休表の控れによる品質の劣化が著しくなる。 さらに放置した場合には擦れた箇所から感染症が起こり、

斃死に至ることもある。 カンパチの体表に寄生したハダムシを除去するため、 カンパチを淡水に5分程度没漬する「淡水浴」を

行う。 通常、 月に1~2回の頻度で行われるが、 水代、 人件費等の経費負担が大きいため、 漁業経営上の課題にもなっている。

(2)その他の関連する現状等

■地域イベント

大谷地域が含まれる須崎市周辺では「新子祭り」、「須崎お魚祭り」などいくつかの漁業を対象とし

た 地域イベントが開催されており、地域内外を問わず客が来場し、地域水産物のPRに貢献している
✓

〇

3 活性化の取組方針

(1)前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等
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(2) 今期の浜の活力再生プランの基本方針

課題であげた取組みは見直し、 これまで行ってきた取組みは継続する。

·樵業収入向上の取組み

0選別精度の向上と年間を通じた市場への共同出荷

〇野見湾産養殖魚の販路拡大

〇選別落ち魚の加工による付加価値向上

〇楠木鮮魚ーを核とした定置網漁獲物の高鮮度流通

〇効率的な養殖経営の実施

〇新規就業者の確保、 指導

〇漁場環境保全を目的とした休餌日の徹底

〇野見湾周辺の5漁協の採貝漁業者を登録制とし、 派獲圧の低減

■樵業コストの削減

0セ ー フティ ーネット、漁業共済「積立プラス」への加入

〇省燃油活動の徹底

〇養殖経営の効率化

(3) 漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置

野見湾周辺のちょうたろう、ちゃんばらを対象とする採介漁業は、海区調整委員会指示により平成

27年より周辺樵協組合員（大谷、 野見、 須崎釣、 錦浦、 須崎町の5漁協： 30名）の登録制となった

のでこれを遵守する。

また、魚類養殖業において、 漁場改善計画の取組みを遵守する。
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・養殖 業者は、適正給餌を徹底し、給餌鼠の削減を図る。
・養殖 業者は、新型給餌器等を活用し、給餌量の削減や省人化を図る。
・養殖 業者は、カンパチ養殖におけるハダムシ対策の省力化、省人化のため、機

器類を活用した淡水浴を継続して行う。

．樵業経営セ ー フティネット構築事業

活 用する支 援措
・漁業共済、養殖共済
・漁業人材育成総合支援事業 【国】、漁業就業 総合支援事業 【一社】

置等
• 水産業競争力強化緊急事業 【国】、 沿岸漁業設備投資促進事業 【県】
•水産業成長産業化沿岸地域創出事業 【国】

(5)関係機関との連携

4 目標

(1)所得目標

地区全体の漁業所得の
向上57. 3%以上

基準年
--------

目標年

平成28~30年度平均：漁業所得 千円

令和6年度 ：漁業所得 千円

(2)上記の算出方法及びその妥当性

(3)所得目標以外の成果目標

大型定置網樵業組合の
直販額

基準年 平成28,.,,_,30年度平均： 8, 229千円j―-----------------------------------------------------------------
目標年 令和6年度： 8,640千円

(4)上記の算出方法及びその妥当性

し三

5 関連施策
活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性

漁 業 経営セ三

業

：ティネソト
1

燃油価格高：ごこ二二二二。

係性

構築支援事業 【国】
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養殖共済【国】 養殖業を維持・継続するために、 赤潮、 自然災害等に対する備え

を行う。

樵業人材育成総合支援事業 意欲ある若者の漁業就業を支援し、 後継者を確保する。

【国］

漁業就業総合支援事業【 一

社】

水産業競争力強化緊急事業 漁業の生産基盤となる漁船、推進機関、漁業機器、養殖施設等を省エ

【国】 ネ機器等に更新することにより、 漁業生産高の増加や養殖魚の品質

水産業成長産業化沿岸地域 向上を図る。

創出事業【国】

沿岸漁業設備投資促進事業

【一社】
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